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労働安全衛生法の定期健診における有所見率の推移
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精神障害の労災補償状況

［件］

注：自殺には未遂を含む

支給決定件
数※出来事の類型順位

２２４
（ １０）パワーハラスメント１

１１９
（ ２１）

仕事内容・仕事量の（大き
な）変化

２

１０８
（ １）

顧客・取引先・施設利用者等か
らの著しい迷惑行為

３

１０５
（ ０）セクシュアルハラスメント４

８７
（ ０）

悲惨な事故や災害の体験・目撃５

７８
（ １０）

特別な出来事６

５１
（ ６）

１か月に８０時間以上の時間外労働７

４８
（ ４）

（重度の）病気やケガ８

４４
（ １）

同僚等からの暴行又はひどいいじ
め・嫌がらせ

９

３８
（ ４）

上司とのトラブル１０

※（ ）内は自殺（未遂を含む）の件数で、内数。

出典：過労死等の労災補償状況

精神障害の労災補償状況
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100108
130127

205

268269
234

308325

475
436

497
472

498506
465

509

608629

710

883

1055

43 40 45 42 66 81 66 63 65 66 93
63

99 93 84 98 76 88 81 79 67 79 88

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30H31 R2 R3 R4 R5 R6

認定件数 うち自殺

2



職業生活で強い不安、悩み、ストレスを感じている内容
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出典：令和５年労働安全衛生調査（実態調査）

※ 職業生活で強い不安、悩み、ストレスを感じている労働者（82.7％）を100％として集計
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労働安全衛生行政の実施体制

厚生労働省（安全衛生部）

都道府県労働局

（独）労働者健康安全機構

労働基準監督署

労働安全衛生法令の企画・立案や、
産業保健活動の推進などを行って
いる。

労働安全衛生法令に基づく指導計
画の策定や、産業保健制度の運用
などを行っている。

労働安全衛生法令に基づき、事業
場に対して、指導・周知などを行っ
ている。

産業保健総合支援センター

地域産業保健センター

労働者数50人未満の産業医の選任義務の
ない小規模事業場の事業者や労働者を対
象として、労働安全衛生法で定められた保
健指導などの産業保健サービスを提供して
いる。

都道府県毎に設置。産業保健活動に携わ
る産業医、産業看護職、衛生管理者をはじ
め、事業主、人事労務担当者などに対して、
産業保健研修や専門的な相談への対応な
どの支援を行っている。

産業保健活動の支援、勤労者医療の推進、
労働安全衛生分野の調査・研究、福祉事
業を行っている。

（47か所）（47か所）

（約350か所）（約350か所）

（47か所）（47か所）

（325か所）（325か所）

（国）（国）

（国）（国）

（国）（国）
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産業保健活動総合支援事業

健康診断結果についての
医師からの意見聴取

高ストレス者、長時間労働者
に対する医師の面接指導 保健指導等

〇 労働者数50人未満の小規模事業場の事業者や労働者を対象として、登録産業医等による
産業保健サービスを無料で提供。

地域産業保健センター （地産保）
全国約350か所（概ね
監督署単位）に設置

※郡市区医師会と連携
して運営

産業保健総合支援センター （産保センター）
47都道府県に設置

など

産業保健関係者の
専門的研修

事業場への
個別訪問支援

事業者・労働者の
啓発セミナー

〇 事業場の産業保健関係者（産業医、保健師、看護師、衛生管理者等）や事業者等を対象に、
専門的な研修、相談対応等、メンタルヘルス対策をはじめとした産業保健活動を支援。

など
産業保健関係者の
専門的相談対応

労働者健康安全機構

〇 産保センター及び地産保の支援・指導 〇 団体経由産業保健活動推進助成金 など

・補助事業として、独立行政法人労働者健康安全機構において運営

個別訪問による
産業保健指導
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産業保健活動総合支援事業

○産業保健関係者に対する専門的研修等
事業場の産業保健関係者を対象として、メンタルヘルス対策をはじめと

した産業保健に関する専門的な研修を実施。また、管理監督者や若年労働
者を対象に、メンタルヘルス教育を実施。
・産業保健関係者向け専門的研修

テーマ例：メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支援、過重労働によ
る健康障害防止対策、女性特有の健康課題に関する研修、化
学物質による健康障害防止に関する研修 等

○事業者等に対する啓発セミナー
事業者・労働者を対象として、職場における健康管理、メンタルヘルス、

生活習慣病対策等の啓発セミナーを実施。
テーマ例：メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支援、事業場におけ

る労働者の健康保持増進、女性特有の健康課題、化学物質に
よる健康障害防止 等

○産業保健関係者からの専門的相談対応
メンタルヘルス対策等の産業保健活動に関する相談に対し、医師、保健

師等の専門スタッフが窓口、電話、メール等で対応。事業場の具体的な状
況に応じた支援が必要な場合には、事業場を訪問する実地相談も実施。

○メンタルヘルス対策の普及促進のための個別訪問支援
専門スタッフが中小規模事業場を訪問し、ストレスチェック制度導入の

具体的なアドバイスを行うなど、メンタルヘルス対策の取組促進を支援。

○健診結果についての医師からの意見聴取
健康診断の結果、異常の所見があった労働者の健康を

保持するために必要な対応等について、医師からの意見
聴取を行う。

○労働者の健康管理に関する相談対応
医師または保健師が、健康診断で異常の所見があった

労働者に対して、日常生活面の指導等を行う。また、ス
トレスチェックで高ストレスであるとされた労働者等に
対して、メンタルヘルスの相談・指導を行う。

○長時間労働者及びストレスチェックに係る高ストレス者
に対する面接指導

時間外労働が長時間に及ぶ労働者やストレスチェック
の結果、高ストレスであるとされた労働者に対し、医師
が面接指導を行う。

○個別訪問による産業保健指導等
医師、保健師又は労働衛生工学の専門家が事業場を訪

問し、作業環境管理、作業管理、メンタルヘルス対策等
の健康管理の状況を踏まえ、総合的な助言・指導を行う。

・全国47都道府県に設置

・事業場の産業保健関係者（産業医、保健師、看護師、衛生管理者等）や
事業者等を対象として、専門的な研修や啓発セミナー、相談対応等に
より、メンタルヘルス対策をはじめとした産業保健の取組を支援

・労働基準監督署（郡市区医師会）単位に設置（約350）

・労働者数50人未満の小規模事業場の事業者や労働者を
対象として、健康診断の事後対応、医師による面接指
導等の産業保健サービスを無料で提供

産業保健総合支援センター（産保センター） 地域産業保健センター（地産保）
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労働局、労働基準監督署における周知啓発（全国労働衛生週間）

全国労働衛生週間は、労働者の健康管理や職場環境の改善など、労働衛生に関する国民の意識を高め、職場での自主的な活動を促して

労働者の健康を確保することなどを目的に、昭和25年から毎年実施しています。毎年９月１日から30日までを準備期間、10月１日から７

日までを本週間とし、この間、各職場で職場巡視やスローガン掲示、労働衛生に関する講習会・見学会の開催など、さまざまな取り組み

を展開します。
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労働局、労働基準監督署における周知啓発（職場の健康診断実施強化月間）
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